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１．トラック運送事業に関する取組みについて
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要 （平成30年法律第96号）

経済活動 ・ 国民生活を支えるトラック運送業の健全な発達を図るため規制の適正化を図るほか、その業務について、令和６年度から

時間外労働の限度時間が設定される（＝働き方改革法施行）こと等を踏まえ、その担い手である運転者の不足により重要な社会インフ

ラである物流が滞ってしまうことのないよう、緊急に運転者の労働条件を改善する必要があること等に鑑み、所要の措置を講じる。

改正の目的

改正の概要

① 欠格期間の延長等

② 許可の際の基準の明確化

③ 約款の認可基準の明確化

１．規制の適正化

① 輸送の安全に係る義務の明確化

事業用自動車の定期的な点検・整備の実施 等

② 事業の適確な遂行のための遵守義務の新設

２．事業者が遵守すべき事項の明確化

【令和５年度末までの時限措置】

(1) トラック事業者の違反原因となるおそれのある行為を荷主がしている疑いがある場合

→ ① 国土交通大臣が関係行政機関の長と、当該荷主の情報を共有

② 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、荷主の理解を得るための働きかけ

(2) 荷主への疑いに相当な理由がある場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、要請

(3) 要請をしてもなお改善されない場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、勧告＋公表

荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合→ 公正取引委員会への通知

① 荷主の配慮義務の新設
トラック事業者が法令遵守できるよう、荷主の配慮義務を設ける

・ 制度の対象に、貨物軽自動車運送事業者を追加

・ 荷主勧告を行った場合には、当該荷主の公表を行う旨を明記

③ 国土交通大臣による荷主への働きかけ等の規定の新設

② 荷主勧告制度（既存）の強化

３．荷主対策の深度化

４．標準的な運賃の告示制度の導入 【令和５年度末までの時限措置】

法令に違反した者等の参入の厳格化

・ 欠格期間の延長（２年⇒５年）

・ 処分逃れのため自主廃業を行った者の参入制限

・ 密接関係者（親会社等）が許可の取消処分を受けた者
の参入制限 等

・ 安全性確保（車両の点検・整備の確実な実施等）

・ 事業の継続遂行のための計画（十分な広さの車庫等）

・ 事業の継続遂行のための経済的基礎（資金） 等

以下について、適切な計画・能力を有する旨を要件
として明確化

荷待時間、追加的な附帯業務等の見える化を図り、

対価を伴わない役務の発生を防ぐために基準を明確化

→ 原則として運賃と料金とを分別して収受

＝ 「運賃」：運送の対価 「料金」：運送以外のサービス等

・ 車庫の整備・管理

・ 健康保険法等により納付義務を負う保険料等の納付
（労働条件の改善・事業の健全な運営の確保のため）

国土交通大臣が、標準的な運賃を定め、告示できる

トラック事業者の努力だけでは働き方改革・法令遵守を進めることは困難 （例：過労運転、過積載等）

→ 荷主の理解・協力のもとで働き方改革 ・法令遵守を進めることができるよう、以下の改正を実施

（許可後、継続的なルール遵守）

※ 「荷主」には元請事業者も含まれる。

【公布日 ： 平成30年12月14日】

【背景】 荷主への交渉力が弱い等
→ 必要なコストに見合った対価を収受しにくい

→ 結果として法令遵守しながらの持続的な
運営ができない

法令遵守して運営

する際の参考となる

運賃が効果的

標準的な運賃の告示制度の導入

2



標準的な運賃について （告示：令和２年４月24日）

標準的な運賃は、ドライバーの労働条件（賃金・労働時間等）を改善し、持続的に事業を運営するための参考となる指標

元請け・下請けの関係 ⇒ 元請事業者の庸車費用等は考慮せず、 実運送にかかる原価等を基準に算出

車両費 ⇒ 環境性能や安全基準の向上を踏まえた車両への設備投資等ができるよう償却年数は５年で設定

人件費 ⇒ ドライバーの労働条件改善のため、全産業平均の時間当たりの単価を基準

帰り荷の取扱い ⇒ 帰り荷がないことを前提に実車率50％の前提で算出。

利潤 ⇒ 事業の持続的な経営のために必要な利潤を確保する観点から、自己資本に対する適正な利潤額を設定

運賃表の基本 ⇒ 貸切運送を前提に（１）距離制、（２）時間制の運賃表を設定

車種等の違い ⇒ 車格別（2t, 4t, 10t, 20t）にドライバン型のトラックを基準として算出

地域差 ⇒ 地方運輸局ブロック単位で運賃表を策定

運賃と料金の考え方 ⇒ 高速道路料金やフェリー料金等については運賃と別に収受

基本的な策定方針

適正な原価・利潤の確保

今後は、標準的な運賃を実勢運賃に反映させていくことが重要

その上で、収益増相当分が適正原価の確保（人件費、設備費等）に充てられることが重要
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平成30年改正後の貨物自動車運送事業法の目的である取引環境適正化の実現に向け、
標準的な運賃を令和２年４月に告示したところ、この浸透状況を含む労働実態等について
調査・検討を行う。
普及が十分でない地域について、重点的な普及活動を行っていく。
運送事業者と荷主が、公平な立場で、運賃交渉に臨むよう促していく。

標準的な運賃の普及に向けた今後の取組

STEP１ 標準的な運賃制度を理解する

STEP２ 自社で運賃を計算する

STEP３ 荷主と運賃を交渉する

STEP４ 運賃の事後届出を行う

標準的な運賃 届出までのプロセス

＋労働実態調査（時間外労働時間等）など

●これまでの普及策の効果検討

●課題抽出（例：周知・浸透の良し悪し、荷主理解）

●経営状況の振り返り・分析を促進

・ドライバー人件費 ・車両の更新費用
・実車率 ・保険料 ・適正利潤

●運賃交渉の障壁解消

・荷主の理解

届出に至るまでの過程を改善
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【リーフレットの主な内容】

標準的な運賃の主旨・目的

標準的な運賃の概要

【トラック事業者向け】標準的な運賃の活用促進に向けた解説書

標準的な運賃の浸透に向けて

トラック事業者向けに、標準的な運賃の主旨・目的から、実際の活用にあたって必要

な諸手続までわかりやすくまとめた解説書を（公社）全日本トラック協会と共同で作成

本解説書を使用した事業者向け説明会を全国で実施（令和２年８月～１２月）

荷主向けに、標準的な運賃の概要についてわかりやすくまとめたリーフレットを（公

社）全日本トラック協会と共同で作成

令和２年１２月に、リーフレットを荷主約４６,０００者に送付

今後は、 （公社）全日本トラック協会と連携し、標準的な運賃セミナー(基礎編・
応用編)を全国で開催し、一層の理解促進を図っていく。

今後は、引き続き荷主向けリーフレットを活用しつつ、積極的に荷主参加会議に
おいて、理解促進を図っていく。

【荷主向け】標準的な運賃の活用促進に向けたリーフレット

【解説書の主な内容】

標準的な運賃の主旨・目的

標準的な運賃の活用に係る諸手続

運賃料金適用方の解説
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法附則第１条の２第２項に基づく荷主に対する働きかけのフロー

国土交通省 関係行政機関

荷主情報を提供・共有
法附則第１条の２第１項・第６項

地方支分部局等からの荷主に関する情報

働きかけ

要請

勧告・公表

公
正
取
引
委
員
会

法附則第１条の２第７項

法附則
第１条の２第２項

法附則
第１条の２第３項

法附則
第１条の２第４項

・第５項

違反原因行為（※）を荷主がしてい
る疑いがあると認める場合

荷主への疑いに相当な理由がある場合

要請してもなお改善されない場合

独占禁止法の不公正な取引
方法に該当すると疑うに足り
る事実を把握した場合

荷主への疑いに相当な理由がある場合
（働きかけを行わずに要請を行う場合もあり）

「法」：貨物自動車運送事業法

国土交通省が関係行政機関と協力して
荷主に対し理解を得るための働きかけを実施

国土交通省が関係行政機関と協力して
荷主に対し要請を実施

国土交通省が関係行政機関と協力して
荷主に対し勧告を実施

（※）トラック事業者が法又は法に基づく命令に違反
する原因となるおそれのある行為をいう。
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働きかけ 要 請

独占禁止法違反の疑いがある場合は公正取引委員会へ通知

国交省ＨＰ：意見等の募集窓口荷主への働きかけのフロー

勧告・公表

荷主に対する働きかけの施行状況について(荷主対策の深度化関係)

・ 制度改正について荷主・運送事業者向けに関係省庁連名で周知。違反原因行為に該当し得る行為を例示。

【例】・荷主都合による長時間の荷待時間を恒常的に発生させているような行為（過労運転を招くおそれ）

・異常気象時など、安全な運行が困難な状況で運送を強要する行為（輸送の安全確保義務違反を招くおそれ）

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

・ 国交省ＨＰにおいて設置した意見等の募集窓口等を活用。荷主の行為について、幅広く情報収集。

収集した情報に基づき、関係行政機関と連携して、荷主への働きかけを実施。

貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけ等

＜投稿で寄せられている主な項目＞

・ （恒常的な）長時間の荷待ち

・ 拘束時間超過

・ 過積載

・ 無理な配送依頼

・ 依頼になかった附帯業務

・ 異常気象時の運行強要

・ その他

意見等の募集窓口等への投稿内容
（貨物自動者運送事業法等違反の疑いに関するもの）

53.8%
20.5%

10.3%

7.7%
5.1% 2.6% 長時間の荷待ち

過積載

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象

荷主企業等に行った配慮依頼
（違反原因行為の割合）

※令和２年度末時点

QRコード
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〇 国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に確保するため、若者、女性、高齢者も含めた

全ての人にとって魅力ある「よりホワイト」な職場づくりを行う取り組み。

〇 荷主企業、トラック事業者など、関係者が連携して当該取り組みを強力に推進。

推進運動のイメージ

「ホワイト物流」推進運動 ～ ホワイト物流推進運動の概要 ～

国 民

[自主行動宣言企業]

その他企業

イメージアップ↑

売上増 ・ 就職者増 価格競争回避
取引企業の増

信頼性向上↑

＝ ＝

荷主企業 トラック事業者

理解・協力

ホワイト物流推進運動

理解・協力

平成30年 5月30日
「ホワイト物流」推進運動を重点施策とする 「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議政府行動計画」が決定

※ホワイト物流推進運動の取組企業が働きやすくなっていることについてPR 8

※ 全トラック運転手中、女性運転手は約 ３％、６５歳以上の運転手は約９％ 【令和元年】



https://white-logistics-
movement.jp/

賛同企業リスト、「ホワイト物流」推進運動 推奨項目などをご紹介
賛同企業数：1315社（2021年12月31日時点）

「ホワイト物流」推進運動 ポータルサイト

「ホワイト物流」推進セミナー

賛同した事の 「効果」・「感動」体験を、他社にShare（共有）& Spread（拡散）
する仕掛けとして、「ホワイト物流」推進運動のTwitterアカウントを立上げ

@whitelogi

「ホワイト物流」推進運動 Twitter アカウントを立上げ

（2021年6月7日開始）

■ セミナータイトル：「ホワイト物流」推進運動セミナー
～物流生産性向上に向け荷主企業が推進する取組とは～

■ 対象者：主に、荷主企業 (業種/業界を特定せず、全産業を対象）
■ 開催形態：オンライン開催（zoom）
■ セミナー実施時期：令和3年10月～令和4年3月まで 月1回 [計6回]

ポータルサイト 新規コンテンツ 「集いの場」

賛同企業・団体同士の出会い・連携を支援する「集いの場」を8月開設

業界・業種にこだわらず賛同企業・団体の皆様が、自身の物流に関わる”困り
ごと”や“要望”などを、集いの場の掲示板に投稿し、その投稿を見て共感した他
の賛同企業・団体様と連携に向けた意見交換ができるプラットフォームです。

「ホワイト物流」推進運動
～ ホワイト物流推進運動における国土交通省の取り組み ～
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自主行動宣言のメリット

ホワイト物流推進運度は「ＳＤＧｓ」につながる取り組み

企業のブランディングに効果的

ビジネスチャンスにつながる

自主行動宣言を行った企業は、「物流ひいては日本経済が直面する課題解決に取り組む企業」となり、企業のCSR活動として
非常に重要な意義をもちます。

企業がCSRを果たすことで、取引企業等との関係性も向上することが期待されます。
逆に取り組まない企業は、物流社会全体で取り組む課題に無関心という表明になりかねず、将来的にサプライチェーンから
外されたり、株主や地域の支援を得ることができなくなったりする可能性も懸念されます。

取引企業等との関係性向上

自主行動宣言を行った企業は、社会に対して責任を果たす企業として認識され、企業イメージの向上やブランディングにも
非常に効果的です。

こうした社会貢献的な取り組みを積極的に行い、高い企業イメージ、高いブランドイメージをもつ企業は、フェアトレード的に
消費者や取引企業からも選ばれるようになったり、優秀な人材の採用にも有利になることが期待されます。

自主行動宣言を行った企業は、物流効率化などの課題を解決するための新しい取り組みを検討・実施しております。

こうした取り組みは、自主行動宣言を行った企業間での新規事業の創造や他業種との協働など、新しいビジネスチャンスに
つながることが期待されます。
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企業に呼び掛ける事項

（取組方針）

・事業活動に必要な物流の持続的・安定的な確保を経営課題として認識し、生産性の高い物流と働き方改革の実現に向け、取引先や物流事業
者等の関係者との相互理解と協力のもとで、物流の改善に取り組みます。

（法令遵守への配慮）

・法令違反が生じる恐れがある場合の契約内容や運送内容の見直しに適切に対応するなど、取引先の物流事業者が労働関係法令・貨物自動
車運送事業関係法令を遵守できるよう、必要な配慮を行います。

（契約内容の明確化・遵守）

・運送及び荷役、検品等の運送以外の役務に関する契約内容を明確化するとともに、取引先や物流事業者等の関係者の協力を得つつ、その遵
守に努めます。

必須項目

推奨項目 ※推奨項目リストを公表

Ａ．運送内容の見直し

・ 物流の改善提案と協力
・ 予約受付システムの導入
・ パレット等の活用
・ 発荷主からの入出荷情報等の

事前提供
・ 集荷先や配送先の集約
・ 運転以外の作業部分の分離
・ リードタイムの延長
・ 納品日の集約
・ 検品水準の適正化 等

Ｂ．運送契約の方法

・ 運送契約の書面化の推進
・ 運賃と料金の別建て契約
・ 燃料サーチャージの導入
・ 下請取引の適正化

Ｃ．運送契約の相手方の選定

・ 契約の相手方を選定する際の
法令遵守状況の考慮

・ 働き方改革等に取り組む
物流事業者の積極的活用

Ｄ．安全の確保
・ 荷役作業時の安全対策
・ 異常気象時等の運行の中止・中断等

Ｅ．その他
・ 宅配便の再配達の削減への協力
・ 引越時期の分散への協力
・ 物流を考慮した建築物の設計・運用

Ｆ．独自の取組
・ 独自の取組

11



自主行動宣言の提出状況と更なる取組み

令和2年3月に、①自主行動宣言未提出の荷主上場企業等に対し、再度参加要請文を送付す
る共に、②既提出企業等に対し、更なる取り組みの具体化や深掘りを要請。

今後も、セミナー等を通じて「ホワイト物流」推進運動の更なる推進が図られるよう関係省庁と
連携した取組を実施。

12

平成３１年４月以降、１，３１５社が自主行動宣言を提出 （令和３年１２月３１日時点）

業態別
企業・組合
・団体数

農業，林業 1

漁業 0

鉱業，採石業，砂利採取業 1

建設業 11

製造業 368

電気・ガス・熱供給・水道業 1

情報通信業 38

運輸業，郵便業 705

卸売業，小売業 112

金融業，保険業 3

不動産業，物品賃貸業 2

学術研究，専門・技術サービス業 3

宿泊業，飲食サービス業 1

業態別
企業・組合
・団体数

生活関連サービス業，娯楽業 0

教育，学習支援業 3

医療，福祉 6

複合サービス事業 18

サービス業（他に分類されないもの） 23

公務（他に分類されるものを除く） 0

分類不能の産業 19

合 計 1,315



＜申請者＞
バス（乗合、貸切）事業者
タクシー事業者
トラック事業者
※ 法人単位（都道府県単位での申請も可能）

＜申請方法＞
認証実施団体である「一般財団法人 日本海事協会（CLASS

NK）」が受付、審査及び認証手続きを実施。

※ 書類確認、審査委員会による審査の上、認証を実施。
※ インターネットによる電子申請も可
※ 関係書類の保存義務、無作為抽出での事後確認あり。

＜料金＞
審査料： ５万円（税別）／１申請あたり
（インターネットにより電子申請の場合、３万円（税別）に割引）

登録料： ６万円（税別） ／１申請あたり

＜申請受付期間＞
令和３年７月２１日～１０月１５日
※ 令和３年１２月下旬～ 審査結果通知書・登録料請求書の発行。

※ 令和４年２月２１日に日本海事協会のHPで公表予定。

＜認証結果等の活用（予定）＞
厚生労働省と連携し、ハローワークにおける求人票への

記載や、認証事業者と求職者のマッチング支援を検討。ま
た、求人エージェントと連携し、先進的な取組みを広く発信

予定。

評価制度の創設により、職場環境改善に向けた各事業者の取り組みを「見える化」。求職者のイ
メージ刷新を図り、運転者への就職を促す。また、更なる改善取り組みを促すことで、より働きやす
い労働環境の実現や安定的な人材の確保を図る。

＜認証の審査要件＞

中小事業者による申請を容易にし、取組みの
円滑な浸透、普及を図る観点から、

① 法令遵守等
② 労働時間・休日
③ 心身の健康
④ 安心・安定
⑤ 多様な人材の確保・育成

の５分野について、基本的な取組要件を満たせ
ば、「１つ星」認証を取得可能。

併せて、自主的、先進的な取組みを参考点とし
て点数化。
※ 参考点は、翌年度以降の「２つ星」、「３つ星」の制度設計に
向けた検討材料としても活用。
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中継輸送の普及促進について

「中継輸送とは」
長距離運行を複数のドライバーで分担する輸送形態 労務負担の軽減や人手不足の緩和に資する

１．中継輸送の概要
実施事業者名、中継方式、
中継輸送の経路 等

２．中継輸送の取組み内容
中継輸送の
輸送ネットワークを整理

3.取組みに向けた課題

本事例から見える中継輸送
成功の秘訣

中継輸送の特徴や工夫点を整理

４．中継輸送の導入効果

平成２９年３月に、中継輸送の実施に当たって検討
すべき事項や必要となる資料等について、分かりや
すく解説した手引書を作成
＜手引書の項目＞
・中継輸送の実施ルール、枠組み、運用の詳細、協

定書の項目例 等

【中継輸送イメージ（日帰り運行の実現例）】 【中継輸送の実施に当たって（実施の手引き）】

中継輸送取組事例集について（令和２年１月29日公表）
【構成イメージ】

＜主な内容＞
・中継輸送の実施方式の説明（①トレー

ラー・トラクター方式、②貨物積み替え方式、
③ドライバー交替方式）

・中継輸送の実施方式（上記①～③）、実施
方法（「自社単独」、「複数事業者連携」）
に分けて整理

・事例ごとの取組内容や中継輸送成功の秘訣
を記載

・手引きの策定後、様々な事業者で中継輸送
の取組が進展

・各事業者の中継輸送の取組内容や成功の秘
訣等を取りまとめ、他の事業者が中継輸送を
始める際の参考となる「実行モデル」となる
よう、「中継輸送の取組事例集」を公表

【事例集の掲載ＨＰ】

http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000103.html
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２．取引環境・労働環境改善のための

取組みについて
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トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会について

【学識経験者】
野尻 俊明 流通経済大学学長（座長）
齊藤 実 神奈川大学経済学部教授
高岡 美佳 立教大学経営学部教授

【労働組合】
仁平 章 日本労働組合総連合会 総合政策推進局総合局長
難波 淳介 全日本運輸産業労働組合連合会 中央執行委員長
園田 龍一 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長

【行政】
林 幸宏 内閣府政策統括官（経済財政運営担当）
津垣 修一 消費者庁政策立案総括審議官
吉永 和生 厚生労働省労働基準局長
畠山陽二郎 経済産業省大臣官房商務・サービス審議官
亀井 明紀 中小企業庁事業環境部取引課長
太田 豊彦 農林水産省食料産業局長
小野 洋 環境省地球環境局長
秡川 直也 国土交通省自動車局長
阿部 竜矢 国土交通省総合政策局物流政策課長
紺野 博行 国土交通省総合政策局参事官（物流産業）

【荷主】
堀内 保潔 （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長
鈴木 重也 （一社）日本経済団体連合会 労働法制本部長
五十嵐克也 日本商工会議所 地域振興部長
湊元 良明 日本商工会議所 産業政策第二部長
佐久間一浩 全国中小企業団体中央会 事務局次長
橋爪 茂久 （公社）日本ロジスティクスシステム協会 専務理事
山田 周 日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長
塩田 弘幸 全国農業協同組合連合会 経営企画部次長
山中 邦夫 日本農業法人協会 事務局長
一柳 尚成 トヨタ自動車（株） 物流管理部長
浦郷 由季 （一社）全国消費者団体連絡会 事務局長

【トラック運送業】
辻 卓史 （公社）全日本トラック協会 副会長
馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会 副会長
浅井 隆 （公社）全日本トラック協会 副会長
長谷川伸一 （一社）日本物流団体連合会 理事長
溝田 浩司 日本通運（株） 業務部長

※内閣府政策統括官はトラック運送業の生産性向上協議会の委員のみ

「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」委員

○トラック運送事業者においては、月６０時間超の時間外労働等、長時間労働の常態化が課題となっているが、荷主都合
による荷待ち時間等がその大きな要因となっており、業界の自主努力のみで改善することは困難。

〇このような状況を踏まえ、厚生労働省、国土交通省、事業者、荷主等により構成される「トラック輸送における取引環
境・労働時間改善協議会」を中央及び全都道府県に設置。

○平成28年度及び平成2９年度に長時間労働削減等に向けたパイロット事業を行い、そこで得られた長時間労働改善等
の知見を平成３０年度にガイドラインとして取りまとめ。
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トラック輸送における取引環境・長時間労働改善に向けたロードマップ

2015
（平成27）

年度

2016
（平成28）

年度

2017
（平成29）
年度

2018
（平成30）
年度

2019
（平成31）
年度

2020
（平成32）
年度

2021
（平成33）
年度

2022
（平成34）
年度

2023
（平成35）
年度

2024
（平成36）
年度

①中央・各都
道府県に
おいて協議
会の開催

自
動
車
運
転
者
へ
の
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
の
適
用
開
始

②長時間労働
等の実態
調査、対策
の検討

③実証実験・
助成事業
の実施

④ガイドライン
の 策定・普

及

⑤取引環境・
長時間労
働改善の
普及・定着

調査の

実施・検
証

パイロット事業の計画・検証、等

ガイドライ
ンの策定

パイロット事業(実証実

験)の実施、労働時間縮
減のための助成事業

普及・定着の促進

コンサル
ティング事
業の実施

助成事業の計画・検証

必要に応じ随時改訂

「ホワイト物流」実現国民運動の推進

協議会の開催

調査の

実施・検
証②

調査の

実施・検
証③

普及

※2023年（平成35年）４月には、中小企業における月60時間超
の時間外労働の割増賃金率引き上げ

新たな方
策の検討

アドバンス事
業（仮）の実
施

新たな方策の実施
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協議会 検討テーマ 実証実験

北海道 生鮮食品 生鮮食品（農産物）

青森 生鮮食品（農産物）

岩手 生鮮食品（畜産物）

宮城 生鮮食品（米）

秋田 生鮮食品（農産物）

山形 加工食品

福島 生鮮食品

茨城 加工食品・飲料・酒

栃木 紙・パルプ 紙・パルプ

群馬 加工食品

埼玉 標準的な運賃の浸透

千葉 加工食品

東京 飲料・酒 飲料・酒

神奈川 加工食品

山梨 加工食品

新潟 紙・パルプ 紙・パルプ

長野 生鮮食品

富山 建設資材

石川 標準的な運賃の浸透

愛知 加工食品

静岡 紙・パルプ 紙・パルプ

岐阜 加工食品、紙・パルプ、建設資材

三重 加工食品・建設資材

福井 加工食品、紙・パルプ、建設資材

協議会 検討テーマ 実証実験

大阪 加工食品、建設資材、紙・パルプ 加工食品

京都 加工食品、建設資材、紙・パルプ

兵庫 加工食品、建設資材、紙・パルプ

滋賀 日用雑貨品 日用雑貨品

奈良 加工食品、建設資材、紙・パルプ

和歌山 加工食品、建設資材、紙・パルプ

広島 建設資材

鳥取 標準的な運賃の浸透

島根 加工食品

岡山 飲料・酒

山口 建設資材

徳島 紙・パルプ

香川 紙・パルプ

愛媛 加工食品

高知 加工食品

福岡 加工食品、生鮮食品（農産物）

佐賀 加工食品、生鮮食品（農産物）

長崎 加工食品

熊本 生鮮食品（生乳） 生鮮食品（生乳）

大分 加工食品

宮崎 加工食品

鹿児島
生鮮食品（鶏卵）、
生鮮食品（青果物）

生鮮食品（鶏卵）、
生鮮食品（青果物）

沖縄 日用雑貨品 日用雑貨品

令和２年度「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」の取組

協議会ごとに対象輸送分野（地域における課題のある輸送分野、過去の実証実験のフォローアップ対象の輸送分野、
荷待ち時間に課題のある『加工食品、建設資材、紙・パルプ、飲料・酒、生鮮食品』の輸送分野）の改善に向けた議
論を実施。一部の地方協議会においては実証実験を実施し、取組の深堀りを図った。

今後もＰＤＣＡを回しながらさらなる取組の深化に取り組む予定。
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協議会 検討テーマ 実証実験

福岡 加工食品、生鮮食品（農産物）

佐賀 加工食品、生鮮食品（農産物）

長崎 加工食品

熊本 加工食品、飲料・酒、生鮮食品（農産物）

大分 加工食品、飲料・酒

宮崎 加工食品

鹿児島 生鮮食品（茶葉） 生鮮食品（茶葉）

令和３年度「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」の取組

九州管内のトラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会の対象輸送分野
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荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン
（加工食品、飲料・酒、建設資材、紙・パルプ（洋紙板紙・家庭紙）物流編）について

１．ガイドライン策定の経緯
• トラック運送業においては、ドライバー不足が大きな課題となっており、トラッ

ク運送事業者、発着荷主等の関係者が連携して、取引慣行上の課題も含めてサプ
ライチェーン全体で解決を図っていくことが必要。

• 一方、個々の輸送品目ごとに抱える課題や特性に違いがあるところであり、輸送
品目別に検討を行うことが効果的。

• このため、荷待ち件数が特に多い加工食品、建設資材、紙・パルプの各分野の物
流について、課題の抽出を図るとともに、トラック運送事業者及び発着荷主が参
画して長時間労働の改善を図るため懇談会等を設置。懇談会等の検討の成果とし
てガイドラインを策定。

２．ガイドラインの構成

【まえがき】
• ガイドライン策定の経緯とトラック運送事業の現状

（１）今後のトラック運送事業の見通し、（２）トラック運送事業を取り巻く制度面の変遷、
（３）トラック運送事業の健全な発展に向けて

【本編】
• 輸送品目別物流における現状・課題、解決の方向性の整理
• 取引環境と長時間労働の改善に向けた具体的な取組み事例等

【あとがき】
• 輸送品目別物流における今後の取組みの方向性

加工食品、飲料・酒物流編

紙・パルプ(洋紙・板紙分野)物流編

建設資材物流編

紙・パルプ(家庭紙分野)物流編
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品目 主な課題 解決方策 今後の取組の方向性

加工食品、
飲料・酒

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000230.html

• 「１／３ルール」、年月日表示の賞味期限
等業界特有の慣習が存在

• 多種多様な製品サイズが存在
• 飲料における夏期の物流波動
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業
⇒長時間にわたる荷役作業

• 賞味期限の年月表示化等による仕分け作
業等の効率化

• ＡＳＮやQRコード等の活用による伝票情
報等の電子化

• 附帯作業の見える化

• パレットサイズや外装サイズの統一、外装
表示の標準化

• 事前出荷情報の提供と伝票情報の電子化
の組み合わせ等によるノー検品の実現

• 附帯作業の軽減

• 物流標準化アクションプランに沿った標準
化の取組の推進

建設資材 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000216.html

• 天候や道路事情等により計画どおりに搬
出入が進まないことが日常的

⇒トラックの荷待ちへの関心が薄い

• 多種多様な製品を邸別に仕分け
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業

• 工事現場での事前の段取りをデジタル化
したうえで「見える化」&「精緻化」し、関係
者の円滑な情報共有を推進

• 運送と荷役の分離の推進

• 複数のユーザーが一貫して活用できる標
準コードを導入し、入出荷検品を目視から
電子化

• 元請業者による物流へのマネジメントの強
化

• 伝票情報や物流情報を現場が容易にアク
セスできる環境整備を促進

紙・パルプ
（洋紙・板紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000214.html

• 製品での差別化ができず、不十分なリード
タイムや少量多頻度納品、附帯作業等の
差別化による受注競争の商習慣が定着

⇒低積載率での運行
⇒附帯作業の実施による長時間労働

• 発着荷主を含めた関係者間で十分な協議
を行い、リードタイムや少量多頻度納品の
緩和、平準化、附帯作業の軽減等の対策
を実施

• 発注者の製造計画等を関係者で共有化・
見える化する取り組みを推進

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 共同保管・共同輸送の実現に向けた取組
みの推進

• 荷役の機械化を推進

紙・パルプ
（家庭紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000215.html

• 製品単価が安価であるため、パレット化の
ための投資が進まない

⇒手荷役による長時間労働

• 製品が安価かつ嵩張るため、小売りの物
流センターでは取り扱われず、かつ、小売
店舗での保管も困難

⇒家庭紙のみを少量多頻度で毎日納品

• 発着荷主の連携によるパレット化

• 物流負荷を軽減させるコンパクト製品の切
替

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 「手積み手卸しの解消」を共通認識に、パ
レット化の早急な促進

• 消費者へ製品メリットの積極的な周知を行
うなど、コンパクト製品の普及促進

品目別各ガイドラインの概要
（令和２年５月２９日公表、令和3年4月27日「加工食品」を「加工食品、飲料・酒」に改訂）
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輸送品目別ガイドライン策定の今後の展開

ガイドラインの今後の展開

加工食品、飲料・酒物流編 紙・パルプ(洋紙・板紙分野)物流編建設資材物流
編

紙・パルプ(家庭紙分野)物流編

これまでも荷主団体や運送事業者向けの説明会等の場を活用してガイドラインの周知等を実施。

今後、以下のような取組を進めることにより荷主・運送事業者双方に対する施策の浸透を図る。

①国土交通省のほか、荷主所管省庁、荷主企業、運送事業者等により構成される、中央及び全国４７都道府県に設置

した「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」によるフォローアップ。

②物流総合効率化法の支援等も活用しつつ、それぞれのサプライチェーンの事業者を対象とした各企業における具体

的な取り組みを支援・促進。

③国土交通省の既存のリソースなども活用しながら、広告活動やセミナーを開催するなどガイドラインの普及啓発・

情報発信の実施。
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令和２年度の地方協議会の取組事例（東京都：飲料・酒ＷＧ）

東京都地方協議会に「飲料・酒物流改善ＷＧ」を設け、加工食品物流懇談会「飲料・酒物流分科会」との合
同会議とすることで、飲料・酒物流の効率化に向けたさらなる取組みの深度化を図った。

合同会議における実証実験等の議論を通して、「加工食品、飲料・酒」物流ガイドラインへと改訂に取り組んだ。

〇東京都地方協議会が取り組んだ実証実験例

23



生乳物流の改善の取組について①

〇R2年度実施の生乳物流の改善に向けた取り組み概要

生乳物流に携わる運送事業者および乳業工場の協力を得てアンケート調査を実施。

生乳物流に携わるサプライチェーンの関係者に対してヒアリング調査を実施。

熊本県地方協議会において実証実験を実施。

〇生乳物流の輸送ネットワーク概観及び課題の特徴について

附帯作業 荷待ち時間 積卸作業

［A］ ・タンク洗浄やバルク部品洗浄、操作が複雑
・附帯作業が有償化されていない

・乳温の下がり待ちや検査結果待ちが発生する ・タンク数が複数ある場合、時間がかかる

［B］ ・生乳工場への受け入れ変更が頻繁に発生 ・異常乳が発生した際、翌日集乳となり、別便立てが必要になる ・工場の残乳を踏まえた突発的な変更・取り消しが頻繁に起こる。
・高速道利用が認められていない

［C］
［D］

・ローリー洗浄/手洗い/タンクに入ってブラッシングなどに時間
がかかる
・附帯作業が有償化されていない

・生乳貯蔵能力と生乳吸入設備数に限界＝受入れタンク・パイプ
ラインが満杯で、待ちが発生
・サンプル採取後、工場内で検査終了まで、待ちが発生する
・洗浄スペースが限られており、待ちが発生する
・生産能力を把握できていない事からの過剰な受入れ
・需要期と繁忙期の閑散差（繁閑差が発生する要因には、乳牛の
生乳生成量の季節差の存在）
・荷卸しが到着順で、午前中の朝一番に到着車両が集中する

・ポンプ能力が低い場合、時間がかかる
・飲料工場の製造時間に合わせたジャストインタイムの納入
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生乳物流の改善の取組について② 地方協議会の取組事例（熊本県：生鮮食品[生乳]）
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中継輸送の普及促進・紙加工品（紙オムツ等）の手荷役改善

82.8
% 49.3

%

0%
50%

100%

現状値 実証実験値

積載率

123
33

0
100
200

現状値 実証実験値

作業時間

⇒令和2年度栃木県地方協議会実証実験より。作業時間は大幅に改善するものの、積載率が大きく低下

（分）

・平成27年度から28年度にかけて「中継輸送実証実験モデル事業」を実施
し、そこで明らかになった課題を踏まえて、中継輸送の実施にあたって検討
すべき事項や必要な資料等について解説した手引書を作成

・令和元年度には、実際に中継輸送の取組内容や成功の秘訣等をとりまとめ、
中継輸送を始める際に参考となるよう、「中継輸送の取組事例集」を作成

１．中継輸送の普及促進に係るこれまでの取組み

２．中継輸送の普及促進に係る論点

・他事業者間で中継輸送を実施するための方策
現状は同事業者の営業所間で行われている例が多い。
効率的なマッチングを行うための、プラットフォームのあり方や、運行計画（運行ルート
や時間）や輸送品目等の見える化の実施方針
将来的なフィジカルインターネット構想に向け、ユニットロードの導入単位の入口として
可能性があるスワップボディコンテナ車両やＷ連結車の活用を踏まえた検討

・中継拠点の確保
ドライバーの労務負担軽減や労働時間の適切な管理の観点から、休憩・仮眠施設等の福利
厚生施設・サービス提供場所を整備・併設等の検討が必要

→スワップボディコンテナ車両であれば、
けん引免許や車両のけん引登録が不要

→日帰り勤務が可能となる中継輸送で、
ドライバーの更なる働き方改革を推進

３．Ｒ３年度の取組事項及びスケジュール

・２．の論点の課題解決に向けてヒアリング等の調査を実施
・必要に応じて関係者が参画する会議体を設置し議論、ガイドライン等のアウ

トプットを検討

○想定スケジュール

令和３年７月～ ヒアリング、アンケート調査の実施

令和３年９月～ 実証実験等の調査実施の検討・実施

令和４年１月 ガイドライン（仮）素案の検討

令和４年３月 ガイドライン（仮）の策定・公表

１．紙加工品の手荷役改善に係るこれまでの取組み

・平成30年度から令和元年度にかけた議論を踏まえ、紙・パルプ（家庭紙分
野）物流のガイドラインを取りまとめ

・令和２年度に、紙加工品（オムツ、生理用品等）のパレット輸送を対象とし
た栃木県地方協議会で実証事業を実施。

２．紙加工品の手荷役改善に係る論点

・紙加工品は現状、製品サイズが多岐に渡り、輸送効率も容積勝ちで単価が低
いことから、パレット化等による手積み手卸しの解消が進まない

・パレット化等を進めるにあたっては、積載率を向上させるために多岐に渡る
製品サイズをDFL(※)の観点から標準化していくことを含めて、サプライ
チェーン全体を巻き込んだ検討が必要 ※Design For Logisticsの頭文字

３．Ｒ３年度の取組事項及びスケジュール

・２．の論点の課題解決に向けてヒアリング等の調査を実施
・必要に応じて関係者が参画する会議体を設置し議論、製品サイズのDFL等を

見据えた手積み手卸しの解消に向けたアクションプラン（仮）のアウトプッ
トを検討

○想定スケジュール

令和３年７月～ ヒアリング、アンケート調査の実施

令和３年９月～ 実証実験等の調査実施の検討・実施

令和４年１月 標準化アクションプラン（仮）素案の検討

令和４年３月 標準化アクションプラン（仮）の策定・公表
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３．周知事項について
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今般の燃料価格の上昇に対する対応について(トラック関係)

38.5%

13.4%5.7%
6.2%

9.4%

12.3%

14.5%
人件費

燃料油脂費

修繕費

減価償却費

保険料等

その他

一般管理費

＜営業費用に占める燃料費の割合＞

〇適正な運賃収受のための荷主周知活動
⇒「燃料費を含む適正な運賃の収受」という基本的考え方に基づき「標準的な

運賃」や「燃料サーチャージ」の導入等により、燃料価格上昇分を反映した
適正な運賃等への見直しを行うよう、荷主企業に理解と協力を呼びかけ。
（荷主団体に文書により周知するとともに、各種協議会やセミナー等を通じ
て実施）

〇相談窓口の設置
⇒トラック事業者が、燃料費の上昇分への運賃等への反映について相談がで

きるよう、国土交通本省、地方運輸局、運輸支局に、全国で合計６４の相談
窓口を新たに設置。
⇒国土交通省目安箱（web）にも意見募集の対象として燃料価格に関する事

項を新たに明記

〇荷主働きかけ等の法的な対応
⇒燃料費の上昇分を運賃等に反映することを求めたにもかかわらず不当に

据え置くことは、独占禁止法の違反（買いたたき）等になるおそれがあるとと
もに、改正貨物自動車運送事業法に基づき、国交省による荷主への働きか
けや、要請、勧告・公表等の対象にすることとし、この点につき、関係省庁
等と連携して対応。

⇒上記の荷主周知活動や相談窓口、目安箱を活用して、こうした国交省の対
応を関係者に周知するとともに、不当な据え置きに関する情報収集を行う

出典：全日本トラック協会「経営分析報告書」（令和元年度決算版）

対応策

＜貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけのフロー＞

働きかけ 要 請

独占禁止法違反の疑いがある場合は公正取引委員会へ通知

勧告・公表

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

＜相談窓口・目安箱（国交省HP）＞

相談窓口

目安箱 28



燃料価格上昇を踏まえた荷主への周知

30

国自貨第６９号
令和３年１１月１０日

荷主関係団体 御中

国土交通省自動車局貨物課長

貨物自動車運送事業者の適正な運賃収受のための周知について

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

今般の燃料価格上昇によって貨物自動車運送事業者の経営状況に与える影響
が懸念されています。こうした燃料価格の上昇分については、「標準的な運
賃」の設定や燃料サーチャージの導入等によって適正な運賃収受に繋げ、貨物
自動車運送事業者のみがその負担を抱えないことが必要です。
また、今般の燃料価格上昇は、適正な運賃収受の重要性について認識を新た

にするものではありますが、そもそも、「標準的な運賃」において積算される
人件費、車両更新に要する費用、事業運営や物流効率化に必要となる設備導入
に要する経費などを含め、適正な運賃を収受することが物流の持続可能性を確
保するうえで重要です。
つきましては、荷主（運送委託者）と貨物自動車運送事業者が協議の上、適

正な運賃による運送契約の締結を行うことは、取引環境の適正化のために不可
欠であることから、今般の趣旨についてご理解いただき、下記の事項について、
傘下会員への周知等にご協力を賜りたくお願い申し上げます。

記

１．貨物自動車運送事業者と協議の上、燃料費の上昇分を反映した適正な
運賃・料金への見直しを行うこと。

２．貨物自動車運送事業者から燃料費の上昇分を運賃・料金に反映することを

求められたにもかかわらず、運賃・料金を不当に据え置くことは、私的
独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に

違反するおそれがあるとともに、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第
８３号）附則第１条の２に基づき、荷主への働きかけ、要請、勧告・
公表等の対象となること。
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大雪等の異常気象時における荷主への周知・連絡体制の構築

異常気象等を理由に貨物運送の運行経路の変更や運行中止等を行う場合には荷主の理解が不可欠であ
り、荷主所管省庁である経済産業省や農林水産省と連携し、荷主に対して以下の体制により情報の周知
や要請を行っている。

１．季節的な周知・要請

〇降積雪期や出水期を迎える前に、降積雪期等における注意事項に関する文書を発出。

２．緊急的な周知・要請

①大雪や大雨などの予報・警報を超える異常気象の予測に基づき気象庁が緊急発表を行う場合や、
高速道路・幹線国道の通行止め情報などを事前に入手した場合には、関係省庁を経由して荷主団
体等へ情報提供を実施するとともに、運行経路の変更、運行の中止等を認めるなど柔軟な対応を
要請。

②予め運送に支障を来すことが予想される場合には、在庫の積み増しや、運行可能域内での物資の
融通を行うよう要請。

【周知・要請体制】

国土交通省
中央協議会(※)委員
所管荷主団体等

経済産業省
農林水産省

荷主企業など
の傘下企業

連携

情報提供

周知・
要請

情報提供

周知

情報提供
※運送事業者や荷主団体（経団連や日商な

ど）、関係省庁等により構成され、主に自動
車局
貨物課が運営する会議体 30



大雪等の異常気象時における荷主への要請文書

31

【R3.1.28 降積雪期】 【R3.5.25 梅雨期・台風期】



台風等の異常気象時における輸送の目安の設定

昨今の台風等異常気象時において、トラック運送事業者が輸送の安全を確保することが困難な状況下
で荷主が輸送を強要し、トラックが横転や水没するような事態が生じている。

このような状況を受け、(公社)全日本トラック協会より、異常気象時に輸送の拒絶や中止することが
可能となるような基準を策定するよう要請があり、令和２年２月２８日付けで通達を発出。

【通達の概要等】

気象庁が作成する風速や雨量により車両等へ与える影響度合いを示す資料等を基に、気象状況に
応じた輸送可否の判断を行うための目安を提示。

荷主団体に対して、輸送の安全の確保が困難な状況下での輸送依頼を抑制するよう、傘下会員へ
の周知を依頼。

＜異常気象時に輸送する際の目安＞ ＜気象庁作成の資料＞ 32



気象情報や道路情報等の入手先

気象情報や道路情報等： https://jta.or.jp/member/anzen/snow.html（全ト協ＨＰ）

高速道路のＳＡ・ＰＡ内施設情報等： https://jta.or.jp/member/bath.html（全ト協ＨＰ）

33



・国土交通省では、荷主等による長時間の荷待ちや契約に含まれない附帯業務の強要など、トラック運送事業者の
皆様がコンプライアンス確保に影響しうる輸送を行わざるを得ない実態を把握し、今後の施策に活用するための「意
見等の募集窓口」を設置いたしました。

・本窓口は、コンプライアンス確保に影響しうる輸送に関する意見・事例を収集することを目的としており、本人の同意
なく、提供された情報に基づき投稿者、事業者又は荷主に問い合わせを行うことはありませんので、このような内容
に関する情報等がございましたら投稿して下さい。

輸送実態把握のための意見等の募集について

このページのＱＲコード

https://www.mlit.go.jp/jidosha/yusou-jittai/index.html
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① トラック運送事業の現状

36
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トラック運送事業の働き方をめぐる現状

①労働時間 全職業平均より約2割長い。 全産業平均より約1割～2割低い。②年間賃金

④年齢構成

（万円）

480 489 490 491 497 501 487

424
437 447 454 457 456 454

379 388 399
415 417 419 419

300

350

400

450

500

550

600

26年 27年 28年 29年 30年 31/令和元年 2年

年間所得額（全産業） 年間所得額（大型トラック）
年間所得額（中小型トラック）

2,124 2,124 2,124 2,136 2,124 2,076 2,100 

2,592 2,616 2,604 2,604 2,580 2,580 2,532 
2,580 2,580 

2,484 

2,592 
2,568 

2,496 2,484 

26年 27年 28年 29年 30年 31/令和元年 2年
2000

2200

2400

2600

2800

3000

労働時間（全産業） 労働時間（大型トラック）
労働時間（中小型トラック）

（時間）

全産業平均より若年層の割合が低い。③人手不足 全職業平均より約2倍高い。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100% 65歳以上

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳
16.6％

全産業 道路貨物運送業

10.3％

（倍）

（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成

有効求人倍率の推移
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トラックドライバーの労働条件 （１／２）

1運行の平均拘束時間とその内訳
（荷待ち時間の有無別）

1運行あたりの荷待ち時間の分布

出典：トラック輸送状況の実態調査
(R2)

トラックドライバーの長時間労働の要因のひとつは、発着荷主
の積卸し場所での長時間の荷待ち時間・荷役時間
荷主企業と運送事業者が一体となって、荷待ち時間の削減、荷
役作業の効率化等長時間労働の改善に取り組むことが重要

38

～30分
20.3%

30分～1時間
29.5%

1時間～2時間
32.4%

2時間～3時間
7.9%

3時間～
9.8%

平均時間
1時間34分

２時間超
17.7％

１時間超
50.1％



【機密性２】
トラックドライバーの労働条件 （２／２）

荷 待 ち 時 間 の 発 生 の 有 無

39

また、荷待ち時間の有無については、荷主とトラック事業者との
間で認識に大きなギャップが存在する。

発荷主

着荷主

トラック事業者

※1：荷主調査では「時間までは把握していない」を含む
※2：荷主調査では「把握していない」を含む



【機密性２】
自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

現行規制
見直しの内容「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」

（平成30年7月6日公布）

原則
≪労働基準法で法定≫

（１）１日８時間・１週間４０時間

（２）３６協定を結んだ場合、
協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３）災害復旧その他避けることができない事由により臨時の必
要がある場合には、労働時間の延長が可能（労基法３３条）

≪同左≫

３６協定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１）・原則、月４５時間かつ年３６０時間

・ただし、臨時的で特別な事情がある場合、延長に上限な
し（年６か月まで）（特別条項）

（２）・自動車の運転業務は、（１）の適用を除外
・別途、改善基準告示により、拘束時間等の上限を規定
（貨物自動車運送事業法、道路運送法に基づく行政
処分の対象）

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月４５時間かつ年３６０時間

・特別条項でも上回ることの出来ない年間労働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間）
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも
上回ることの出来ない上限を設定
a.２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内（休日労働を含む）
b.単月１００時間未満（休日労働を含む）
c.原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限

（２）自動車の運転業務の取り扱い
・施行後５年間 現行制度を適用
（改善基準告示により指導、違反があれば処分）

・令和６年４月１日以降 年９６０時間（休日労働を含まない）

・将来的には、一般則の適用を目指す

○ 平成30年7月6日に公布された「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」において、長時間労働の是正を

図る観点から、時間外労働について罰則付きの上限規制が導入されることとなり、自動車の運転業務についても、改正法施行の
５年後（令和6年4月1日）に、年960時間（休日労働を含まない）の上限規制を適用することとなった。

○ 自動車の運転業務のポイントは以下のとおり。
①５年間の猶予期間の設定 ②段階的実施（年960時間以内の規制で適用開始。将来的には一般則の適用を目指す。）
③長時間労働を是正するための環境整備を速やかに推進

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」に対する附帯決議（参議院）（抜粋）
荷主の理解と協力を確保するための施策を強力に講ずるなど、取引環境の適正化や労働生産性の向上等の長時間労働是正に向けた

環境整備に資する実効性ある具体的取組を速やかに推進すること。
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●労働時間のルール「改善基準告示」

拘 束 時 間
（始業から終業までの時間）

・１日 原則１３時間以内
最大１６時間以内（１５時間超えは１週間２回以内）

・１か月 ２９３時間以内
※荷待ち時間や荷役作業の時間も拘束時間に含まれる

休 息 期 間
（勤務と次の勤務の間の自由な時間）

・継続８時間以上

運 転 時 間 ・２日平均で、１日あたり９時間以内
・２週間平均で、１週間あたり４４時間以内

連 続 運 転 時 間 ・４時間を超えないこと
（３０分以上の休憩等の確保（１回１０分以上で分割可））
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改善基準告示の見直しのための自動車運転者労働時間等専門委員会の設置

専門委員会の設置

自動車運転者の多様な勤務実態や業務の特性等に
応じ、産業・物流の状況も踏まえた検討を要するた
め、労働条件分科会の下に、新たに公労使の三者で
構成される「自動車運転者労働時間等専門委員会を
設置し検討を行う。

※令和元年11月25日の「第156回労働政策審議会労働条件分
科会」にて決定。

※厚生労働省が作成した資料を国土交通省において加工して使用

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号）」について、「働き方改革を
推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）」の国会附帯決議事項に基づき、過労死防
止等の観点から、労働条件の基本事項として労働条件分科会において審議。

自動車運転者を使用する事業場に対する実態調査に
おいて調査すべき具体的事項の方針や、今後の方向性
等について、各分野で検討を行う。

検討会の設置

スケジュール（専門委員会の進め方等）

令和元年 12月 第１回専門委員会
・専門委員会設置の経緯、目的の説明
・今後の進め方について確認

令和２年度 専門委員会及び業態別作業部会
・実態調査の実施期間、内容を議論

１０月～１２月 実態調査の実施
※トラックは令和３年度に再度実施

令和３年度 専門委員会及び業態別作業部会
・実態把握、調査結果を踏まえた議論

・告示の見直しを検討

～令和４年 改正改善基準告示公布（トラック）

令和６年 4月～ 施行
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②貨物自動車運送事業における輸送実態調査

43
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貨物自動車運送事業における輸送実態調査 （ドライバー調査①）

働き方改革により令和６年４月から時間外労働時間が９６０時間になることから、平成２７年度に行った調査をベースに、トラッ
クドライバーの労働時間の内訳、荷待ち時間の詳細、荷役作業に関する契約の有無等について調査を行うとともに、荷主企
業、運送事業者には、これまで行ってきた働き方改革の取組みに関する認識度、浸透度及び実施状況等の実態把握のため
の調査を行った。

調査概要
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貨物自動車運送事業における輸送実態調査 （ドライバー調査②）
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貨物自動車運送事業における輸送実態調査 （荷主・事業者の比較）

荷主(出荷･自社依頼),264

荷主(入荷･自社依頼),107

実運送(真荷主から依…

実運送(元請から依頼),296

元請(実運送へ依頼),560

30.7%

28.4%

48.4%

46.7%

49.5%

29.1%

26.7%

25.2%

28.0%

24.8%

40.2%

44.9%

26.4%

25.3%

25.7%

時間指定あり 午前・午後の指定あり
時間指定なし

回答数

時間指定有無

荷主(出荷･自社依頼),266

荷主(入荷･自社依頼),112

実運送(真荷主から依…

実運送(元請から依頼),292

元請(実運送へ依頼),554

48.5%

33.6%

29.9%

31.3%

27.5%

5.8%

6.5%

7.2%

6.4%

7.8%

16.0%

22.1%

16.6%

14.4%

16.4%

19.1%

28.3%

19.8%

21.7%

26.9%

0.7%

0.4%

5.7%

6.3%

3.8%

9.9%

9.1%

20.9%

19.9%

17.7%

手荷役 パレット崩し手荷役

フォークリフト荷役
〈ドライバーが作業〉

フォークリフト荷役
〈荷主側が作業〉

回答数

荷役作業の内容

荷主(出荷),296

荷主(入荷),297

実運送,1022

元請,599

24.0%

20.6%

73.4%

54.8%

60.5%

60.9%

26.6%

30.1%

15.6%

18.5%

0.0%

15.2%

発生している※1 発生していない その他※2

回答数

荷待ち時間の発生有無

※1：荷主調査では「時間までは把握していない」を含む
※2：荷主調査では「把握していない」を含む、事業者調査（元請）では「不明」を
含む

「改善基準告示」の認知度

荷主,379

実運送,1022

元請,599

2.6%

25.4%

25.9%

15.3%

51.8%

53.1%

31.9%

18.0%

17.4%

50.1%

4.8%

3.7%

詳しい内容を知っている

おおよその内容を知っている

存在は知っているが、内容までは知らない

存在も内容も知らない

回答数
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③ 令和３年度トラック関係補正予算
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中小トラック運送事業者の労働生産性向上に向けた
テールゲートリフター等導入支援事業

荷役作業の効率化、荷待ち時間の削減等により、長時間労働の是正等の労働条件の改善及び生産性の改善を図る
とともに、省エネ化につなげる。

事業概要

効果

補助事業：労働生産性の向上・多様な人材の確保に資する機器の導入補助
（補助率：テールゲートリフター等…通常機器価格の１／６、予約受付システム等…導入費用の１/２）

・テールゲートリフター

①

床下からゲート引き出し

②

展開して荷積みの準備完了

③

カゴ台車のまま荷台に積込み

④

手積みに比べて１／３程度の
時間で荷役作業完了

○対象機器の例

トラック運送事業者の約99％が経営基盤の脆弱な中小事業者であり、
新規投資の余力がなく、経営環境が厳しい状況。また、令和６年に自動
車運転業務に適用される時間外労働規制にトラック事業者が対応できる
ようにする必要がある。更に、省エネ化に取り組むことも課題となって
いる。

このため、中小トラック運送事業者の労働生産性の向上を図り、働き方
改善・エネルギー効率向上を推進する必要がある。

具体策として、荷役作業の効率化、荷待ち時間の削減等に資する機器の
導入に対する支援を行う。

・トラック搭載用
２段積みデッキ

荷物を２段積みするこ
とが可能となるため、
約２倍の積載量が実現
され、生産性向上に繋
がる。

・トラック搭載型クレーン

建築資材等の重量物や高低
差のある現場など、手荷役
による作業が困難な場面で
効果的。
手荷役ではなくクレーンに
よる積み卸しが可能となる
ことで、荷役時間を１／３
程度に短縮可能。

■ 点検等 ■ 運転 ■ 荷待ち ■ 荷役
■ 付帯他 ■ 休憩

１運行当たり平均して、１時間２９分の荷役時
間が発生している。

【１運行あたりの荷役時間】

出典：トラック輸送状況の実態調査

12：26

予約管理
＆

受入準備

ドライバー

管理者

予約確認

クラウド

入庫予約

カゴ台車による荷役が可能となるため、
荷役時間が１／３程度に短縮。

手荷役による重労働が軽減され、女性
等の多様な人材の確保に繋がる。

・予約受付システム 等

積み荷の事前準備による積載業務を効率
化。

等

事前予約によって荷待ち時間が大幅に短縮
可能。

令和３年度補正予算額：１．４億円
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車両名称

（メーカー）

価　格 222万円 465万円 900万円 465万円 4,000万円 924万円 405万円 6,000万円 7,000万円 465万円 2,831万円 376万円 465万円

１台あたりの

補助額

（想定）

56万円 233万円 225万円 233万円 2,667万円 101万円 30万円 2,000万円 2,333万円 233万円 153万円 94万円 233万円

所要額 4.9億円 2.0億円 0.1億円 0.02億円 1.3億円 0.1億円 0.03億円 0.6億円 0.7億円 0.1億円 0.2億円 0.3億円 0.1億円

補助台数

（見込）

種　別

軽貨物 小型貨物 バス タクシー

3基880台 88基 3台 1基 5台 10台

通常車両との

差額の1/3

10台

補助率
車両価格の

1/4
車両価格の

1/4
車両価格の

2/3
通常車両との

差額の1/3
充電設備の

1/2

充電設備の

1/2

6基 30台

電気

自動車

3台 3台 10台

電気

自動車

急速

充電器

電気

自動車

急速

充電器

急速

充電器

電気

自動車

電気

自動車

充電設備の

1/2

急速

充電器

燃料電池

自動車

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

自動車

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

自動車

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

自動車

車両価格の

1/4
充電設備の

1/2

車両価格の

1/3

車両価格の

1/3
通常車両との

差額の1/3

令和３年度補正予算額：１０．４２億円

製品のラインナップが揃い、普及段階にある事業用の電動車（HV、EV、FCV）について普及段階と車
両価格に応じ、購入補助を行うことにより導入を集中的に支援する。

補助率： HVは、通常車両との差額の1/3
EVは、車両価格の1/3 （バス）、1/4（トラック・タクシー）、急速充電器は1/2（充電装置のみの場合1/4）
FCVは、車両価格の2/3

総額 10.42億円

ﾐﾆｷｬﾌﾞ ﾐｰﾌﾞ
（三菱）

ﾃﾞｭﾄﾛ ZEV
（日野）

小型FCVﾄﾗｯｸ
（トヨタ）

ポンチョZEV
(日野)

路線EVﾊﾞｽ
急速充電

設備

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾄﾗｯｸ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
ﾊﾞｽ

EVﾀｸｼｰ
(積載４t) (積載２t)

急速充電
設備

急速充電
設備

急速充電
設備

事業用自動車における電動車の集中的導入支援
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○ 平常時、非常時問わず物流機能を担う自動車運送事業者に対し、物流コストを低減しつつ、サービ
スの向上や業務効率化を図るため、大口・多頻度割引の最大割引率を４０％から５０％に拡充する措
置の延長（令和５年３月末まで）を実施。

自動車運送事業者の高速道路料金割引の臨時措置

平

日

土

日

祝

日

中型車以上普通車以下

6時 9時 17時20時 0時 4時6時 9時 17時20時 0時 4時

6時 20時 0時 4時6時 20時

6時 20時

6時 20時 0時

6時 20時 0時 4時

6時 20時 0時 4時

夜 間昼 間

最大５割引
（反復利用のみ）

３割引

夜 間昼 間 夜 間昼 間 夜 間昼 間

最大５割引
（反復利用のみ）

３割引 ３割引３割引

夜 間昼 間昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 夜 間昼 間

３割引 ３割引３割引３割引

0時

観光振興

物流対策

環境対策

生活対策

凡例

（最大割引率40%）

（最大割引率9.1%）マイレージ割引

大口・多頻度割引

（ETC2.0を利用する自動車運送事業者の最大割引率を令和5年3月末まで50%に拡充）

R３年度
補正予算
（国費）

利
用
頻
度

割
引

時
間
帯
割
引

＜地方部＞ ＜大都市部＞

中型車以上普通車以下

4時

4時

令和３年度補正予算額：７７．５９億円
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物流生産性向上促進調査事業＜物流標準化＞

○ 物流現場の課題改善、物流DXの推進、モーダルシフトや共同輸配送によるカーボンニュートラルの実現等のためには、物流
標準化（外装やパレット、伝票やデータコード等の標準化）が必要不可欠。しかし、事業者間で設備投資等の利害関係が複雑
に絡むこと等により、現状は、物流標準化がなされていないばかりか、物流標準化の検討と推進の基礎となるべき、正確な現
況の調査や、標準化が進んでいないことによる社会・経済的損失等も把握できていない状況。

背景

物流標準化の現状と課題

商品サイズ・形状、外装段ボール、それを載せるパレット等のサイズや形状、伝
票、各種受け渡しデータの仕様などがバラバラ

パレットやトラックの積載率が低く輸配送の非効率が発生したり、人力による
過重な積み替え作業が発生したりするなど、物流現場の負担や非効率、物
流DXの阻害要因となっている

✔ 中長期的に日本の物流分野が目指すべき標準規格を検討するため、国内外における物流標
準化の現状と、標準化の阻害要因・効果的な推進方策等を各種要素ごとに調査しとりまとめる。
✔ 複数事業者連携により、川上から川下まで一気通貫で標準化を実現する実証を行い、標準
化推進の具体的方策、物流従事者の負担軽減を含む現場作業の効率化や、温室効果ガス削
減効果等をとりまとめる。
✔ これらの成果を普及することを通じて、物流現場での本格的な標準化実現を図る。

官民の連携による正確な現状・課題の把握と、
理想的な標準化モデル（効果含む）の提示が必要不可欠

事業の概要

令和３年度補正予算額：０．５億円
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・輸入通関に必要な
書類等は夜間に
到着することも

物流業務のデジタル化促進調査事業

• 物流業界におけるデジタル化の推進の前提として、物流事業者におけるデジタル化に関するニーズ（対象業務や手続、仕様等）
の調査を実施する。

• これに加え、今後普及が期待されるRPA（Robotic Process Automation：人間が行っていた作業をＡＩ等が代わって行うソフトウェ
アロボット）やAI-OCR（AI-Optical Character Recognition：紙に記入された情報をデジタルデータに自動で変換することができる
もの）などのツールについて、物流事業者における実際の活用事例やその効果、普及に向けた課題等についての調査を行う。

• 物流業の労働生産性は全産業には遠く及ばない水準となっており、労働生産性の向上が急務。本年６月に閣議決定された総
合物流施策大綱（2021～2025年度）においても、物流業の労働生産性について、2025 年度までに 2018 年度比で２割程度向上
させるとの指標が設けられているところ。

• 物流業の労働生産性の向上に向けては物流業務のデジタル化が有効な手段であるが、実際には電話、FAX・紙等でのアナロ
グによる方式が主流であるのが実態。

例1: 物流事務所のデジタル化による現場作業時間前倒し

・AI-OCRやRPAの導入により、
各種書類のデジタルデータ化から
作業帳票出力までを自動化/省人

化
・現場向けの事務作業時間の短縮

【導入効果】
・作業時間の

前倒し

・トラック積込
時間の前倒し

AI-OCR RPA

物流関連施設／物流センター

事務所 現場

・CSVデータの
手動PC取り込
みや、手書き帳
票のPC手入力

【従前】 【デジタル化導入】

例2: 通関書類の夜間エントリーによる現場作業支援

空港
ﾌｫﾜｰﾀﾞｰ
事務所

・AI-OCRやRPAの導入により、
夜間にシステムへの自動入力を実施

No.ABC123456
No.DFG789012
No.HIJ345678

・朝から通関作業等
が開始できるよう、
事務員(フォワーダー)
が毎日早朝出勤を
行いつつ対応

【従前】

AI-OCR RPA
【デジタル化導入】

No.ABC123456
No.DFG789012
No.HIJ345678

【導入効果】
・通関作業等の開始時間前倒し
による生産性の向上

・事務員の早朝出勤の回避

・運行日報の集計業務 ・手書き納品伝票や返品伝票のPC端末への入力業務 等

2024年4月より運送業ドライバーにも適用される時間外労働の上限規制(960時間/年)に対応

デジタル化の取組事例や効果を整理・発信することで、物流業界におけるデジタル化を促進

令和３年度補正予算額：０．１億円
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自動車運送事業の各種申請手続きのオンライン化に伴う
申請手続きの最適化・効率化のための調査

事業概要

【調査実施による効果】

〇 申請者の満足度向上（使いやすい、時間短縮、コスト削減など） 〇 申請者のシステム利用率の向上

〇 ランニング費用の圧縮（データの適正化など） 〇許認可業務の最適化（時間短縮など） など

最適化・効率化のための調査実施

● 申請書類・添付書類の見直し ● 審査方法見直し ● 附帯業務の業務効率化 等

郵
送

オ
ン
ラ
イ
ン

各作業の簡素化

窓
口

自動車運送事業分野では生産性向上・経営効率化を後押しできるよう取り組んできているところ、新型コロナウイルスの流行に伴い、対
面による接触機会を減らすことに対するニーズが高まってきており、自動車運送事業の各種手続き等についても、対面接触機会の削減
及び働き方改革の観点から見直しを検討する必要がある。
また、昨今、政府全体としてはデジタルトランスフォーメーション（DX）・デジタルガバメントに関する取組を進めていることから、自動車運
送事業の申請手続き・審査業務等のデジタル化を進める必要がある一方、デジタルディバイドや利用者利便の観点から行政サービスと
して窓口や郵送での手続きについても一定程度存続する必要性があるところ。
ついては、デジタル化を進めるに当たっては申請者・審査等担当職員の双方に利益になる費用対効果の高い合理的な申請・審査・情
報管理等のシステムを構築するほか、残ることとなる物理的な手続きについても、より効率的で、接触時間などを削減する手続き・審査
過程とするため、これらのベースとなる各種手続き等の最適化・効率化のための調査を自動車運送事業分野横断的に実施する。

令和３年度補正要求額：１．１億円
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【参考】 原油価格高騰の激変緩和制度 （資源エネルギー庁）
令和３年度補正予算額：８００億円

（うち予備費３００億円）
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【参考】 雇用調整助成金等・休業支援金等の助成内容 （厚生労働省）

雇用調整助成金等 休業支援金等

（※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置区域」と
いう）において、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第18条に規定する基本的対処方針
に沿った要請を受けて同法施行令第11条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業主。
※重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。
※各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用。

（※２）令和３年12月までは、生産指標が最近３か月の月平均で前年又は前々年同期比30％以上減少の全国
の事業主。令和４年１月～３月は、生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比
30%以上減少の全国の事業主。
なお、令和３年12月までに業況の確認を行っている事業主は、令和４年１月１日以降に判定基礎期間
の初日を迎えるものについては、その段階で業況を再確認する。

（※３）【令和３年12月まで】原則的な措置では、令和２年１月２４日以降の解雇等の有無で適用する助成率を
判断。地域・業況特例では、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。

【令和４年１月から】原則的な措置、地域・業況特例のいずれについても、令和３年１月８日以降の解雇
等の有無で適用する助成率を判断。

（※４）大企業はシフト制労働者等のみ対象。
（※５）休業支援金の地域特例の対象は、基本的に雇用調整助成金と同じ（左記※１）。

なお、上限額については月単位での適用とする。
（例：５月10日から５月24日までまん延防止等重点措置

→５月１日から６月30日（解除月の翌月末）までの休業が地域特例の対象）
（※６）雇用保険の基本手当の日額上限（8,265円）との均衡を考慮して設定。

令和３年
５月～12月

令和４年

１・２月

令和４年

３月

中
小
企
業

原則的な措置
4/5（9/10）

13,500円

4/5（9/10）

11,000円

4/5（9/10）

9,000円

地域特例（※１）
業況特例（※２）

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

15,000円

大
企
業

原則的な措置
2/3（3/4）

13,500円

2/3（3/4）

11,000円

2/3（3/4）

9,000円

地域特例（※１）
業況特例（※２）

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

15,000円

（括弧書きの助成率は解雇等を行わない場合）（※３）

令和３年
５月～12月

令和４年

１月～３月

中
小
企
業

原則的な措置
８割

9,900円

８割

8,265円

地域特例（※５）
８割

11,000円

８割

11,000円

大
企
業
（※

４
）

原則的な措置
８割

9,900円

８割

8,265円

地域特例（※５）
８割

11,000円

８割

11,000円
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